
1．はじめに

　2023年 1月改訂の鉄道構造物等設計標準・同解説（コ
ンクリート構造物）（以下，コンクリート標準）1）2）では，
使用性の照査及び復旧性の照査の一部として，軌道の損
傷等から定まる構造物境界の不同変位の照査を行うこと
となっている。これは，常時及び地震時において，軌道
部材を健全あるいは補修しないで使用可能な状態に保
つ，または短期間で補修可能な程度の損傷に抑えること
から定めたものである。具体的には，軌道パッド，締結
ばね，タイプレート等の締結装置に作用する力（レール
圧力）と，レールに作用する応力（レール応力）が一定
の値以下となるように軌道面の不同変位（角折れ・目違
い）に対して照査を行う。
　図 1に構造物境界に生じる不同変位（角折れ・目違
い）を示す。平成 18年 2月発刊の鉄道構造物等設計標
準・同解説（変位制限）（以下，変位制限標準）におい
ては，代表的な軌道構造条件における軌道面の不同変位
（角折れ・目違い）の限界値の目安が提示されており，
実際の設計ではこの目安をそのまま使用することが多
い。また，コンクリート標準においてもこれを踏襲し，
付属資料において詳細な計算方法が記載されている。し
かしながら，現在では様々な軌道構造や締結装置が使用
されていることから，限界値の目安の前提となっている
締結間隔や支持剛性とは異なる条件で建設されるケース
も多く，この目安が現在の軌道構造条件に適応している

かを確認する必要がある。また，設計時に適切な軌道構
造条件を選択することにより，この限界値を緩和でき，
より合理的な設計が可能となる可能性がある。そこで本
研究では，まず変位制限標準に示されている限界値の目
安に対して，支配的となる軌道構造条件と各限界値の算
出方法を整理した上で，締結間隔や軌道の鉛直方向の支
持剛性（鉛直支持ばね定数）といったパラメータが限界
値へ与える影響を調査した。さらに，今後の設計への対
応のために，実際に使用されている軌道構造条件を想定
した限界値の目安の例を提示した。なお，本論文は文献
4の内容に再計算を行い，加筆したものである。具体的
には，文献 4では，締結間隔の影響のみを評価するため
に，すべての締結間隔において鉛直および水平支持ばね
係数に同じ値を用いていたが，本論文ではより実態に即
した結果とするために，締結間隔に応じて支持ばね係数
を変化させて再計算している。
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図1　構造物境界に生じる不同変位のイメージ
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2．構造物の不同変位の限界値の設定方法

　ここで用いる構造物の不同変位の限界値は，軌道面に
生じる角折れ及び目違いによって，レールに発生する応
力（レール応力）と，軌道パッド，ばね，タイプレート
等の締結装置に作用するレール圧力を求め，それらが定
められた限度値を超えないように定められる。軌道強度
上・保守上の限度値には，第一限度値（作用と所要強度
から見て特に問題はない値），第二限度値（注意を要す
る値），第三限度（許容されない値）の 3段階があるが，
常時に対しては第二限度値に示される値を超えないよう
に，L1地震動に対しては第三限度値に示される値を超
えないこととしている3）。
　表 1にレール応力とレール圧力の第二限度値，及び第
三限度値を示す。この限度値は，以下のような考え方に
基づいて算出されている。
　レール応力については，レール曲げ応力の限度
（200N/mm2）からロングレールの温度応力による負担
分（100N/mm2）と列車荷重による応力（50N/mm2）を
差し引いた値（50N/mm2）を第一限度とし，この値を 2
倍したものを第二限度，3倍したものを第三限度として
いる5）。
　鉛直方向のレール圧力については，締結装置の初期締
結力（6kN）に着目し，構造物境界部から 2つ目の締結
装置（第 2締結部）または 3つ目の締結装置（第 3締
結部）がこの値に達して締結力を喪失する条件を第二限
度としている5）。そのため鉛直方向のレール圧力の照査
は締結装置が引き抜かれる方向のみに対して行う。な
お，第 1締結部についてはこの限度値で設計すると過剰
に厳しい値となるため除外している。また，地震時につ
いては第 3締結部が締結力を喪失する状態を想定して
いる。鉛直方向の照査は，後述する弾性支持モデルを使
用して算出する。
　水平方向のレール圧力については，直結 4型締結装
置，直結 5型締結装置，及びその改良型である直結 8
型締結装置を想定して限度値を設定している。直結 4型
締結装置に対しては，締結装置のばねに作用する荷重に
着目している。ここでは，作用荷重が設計荷重より平均
で 25%増加すると耐用年数は 1/2.5になり，荷重が
50%増加すると耐用年数は 1/5に減少するとし，この
耐用年数が 1/5になるときの荷重増分（設計荷重の
50%）を第二限度としている5）。具体的には，横圧の設

計荷重 64kNに荷重分散係数 0.5を考慮して，水平方向
のレール圧力の第二限度を 64kN×0.5（分散係数）×0.5
＝16kNとしている。また，第三限度を第二限度の 2倍
である 32kNとしている。直結 4型締結装置についての
照査では，後述する弾性支持モデルを使用する。直結 5
型締結装置，及び直結 8型締結装置に対する水平方向の
レール圧力については，タイプレートに作用する荷重に
着目している。直結 5型及び直結 8型締結装置では，
タイプレートが 64kNで軌道スラブ上を移動する設計と
なっていることから，この時の値を第三限度とし，第二
限度はその値の 1/2をとって 32kNとしている。また，
タイプレートとレールの間には 1mm程度の隙間がある
ため，限界値の算出に当たっては計算値に 1mmをプラ
スした値を限界値としている。タイプレートが移動する
までは，桁，タイプレート，レールそれぞれの間には相
対変位は生じないと仮定し，ここでの照査では後述する
等間隔固定支持モデルを使用する。なお，本検討では軌
道部材の限度値は変位制限標準に合わせて設定したが，
この設定についても近年の知見を反映した値に見直す余
地がある。

3．限界値の目安算出のための応答値の求め方

　本章ではまず，鉛直・水平方向それぞれの角折れ・目
違いに対する限界値の目安算出のための応答値の求め方
を整理する。

3. 1　鉛直方向の角折れによる軌道の応答値
　図 2に弾性支持モデルでの角折れによるレール変形
のモデル化を示す。鉛直方向の角折れによる応答値の算
出では，弾性支持モデルにより算出する。弾性支持され
たレールが曲げ変形を受ける際の力のつり合い式は，以
下に示す 4階の微分方程式で表される。

 
(1)

ただし，EI：レール曲げ剛性，y：レール鉛直変位，k：

4 4⁄ + = 0
境界条件： = 0, ′ = − 2⁄ , ′′′ = 0

= ∞, = 0

表1　レール応力とレール圧力の限度値3）

図 2　弾性支持モデルによる角折れのモデル化3）
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単位長さ当たりのレールの支持ばね定数，θ：折れ角で
ある。

　ここで，y＝eλx，　　　　 として微分方程式を解くと，

次の式が得られる。

 (2)

ただし，φ3（βx）＝e－βx（cosβ x－sinβx）である。よって，
第 1締結部，第 2締結部，第 3締結部でのレール圧力は，
次の通りとなる。

 (3)

 (4)

 (5)

ただし，P1：第 1締結部のレール圧力，P2：第 2締結部
のレール圧力，P3：第 3締結部のレール圧力，a：締結
間隔，φ2（βx）＝e－βxsinβxである。
　また，レール曲げモーメントは x＝0のとき最大とな
ることから，レール応力の最大値σmaxは，次の通りと
なる。

 (6)

ただし，D：レールの断面係数，Mmax：レールに生じる
最大の曲げモーメントである。

3. 2　水平方向の角折れによる軌道の応答値
　図 3に等間隔固定支持モデルでの角折れによるレー
ル変形のモデル化を示す。水平方向では直結 4型締結装
置を想定した弾性支持モデルに加えて，直結 5型締結装
置，及び直結 8型締結装置を想定した等間隔固定支持モ
デルを使用して応答値を算出する。弾性支持モデルによ
る応答値の算出方法は，レール曲げ剛性，ばね定数，断
面係数の値が異なる以外は鉛直方向と同じである。等間
隔固定支持モデルにおいて，レールが曲げ変形を受ける
際の力のつり合い式は，以下の 4階の微分方程式で表さ
れる。

 (7)

　これを図 3に示すように締結間隔ごとに区間分けし
て解くと，レールの変位は，次の通りとなる。

 (8)

 (9)

ただし，y1：区間 1のレールの水平方向変位，y2：区間
2のレールの水平方向変位である。また，各締結装置位
置でのレール圧力 P1，P2は，次の通りとなる。

 (10)

 (11)

レール応力の最大値σmaxは以下の通りとなる。

 (12)

3. 3　鉛直方向の目違いによる軌道の応答値
　図 4に弾性支持モデルでの目違いによるレール変形
のモデル化を示す。弾性支持されたレールが図 4に示す
曲げ変形を受ける際の力のつり合い式は，以下に示す 4
階の微分方程式で表される。
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図3　�等間隔固定支持モデルによる水平角折れの�
モデル化3）

図 4　弾性支持モデルによる鉛直目違いのモデル化3）
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(13)

ただし，h：目違い量である。角折れの場合と同様に，
レール変位量は境界条件より以下の通りとなる。

 (14)

ただし，φ4（βx）＝e－βxcosβxである。また，締結装置
のレール圧力は，次の通りとなる。

 (15)

 (16)

 (17)

　レールのせん断力が 0となるとき，すなわち y‴＝0のとき
に曲げモーメントが最大となり，そのときの xは x＝π4β
である。よって，レール応力の最大値σmaxは，次の通りと
なる。

 (18)

3. 4　水平方向の目違いによる軌道の応答値
　図 5に等間隔固定支持モデルでの目違いによるレー
ル変形のモデル化を示す。目違いにおいても角折れと同
様に，水平方向では弾性支持モデルのほかに等間隔固定
支持モデルを使用して応答値を算出する。角折れと同様
に，力のつり合い式は式 (7)，境界条件は以下の通りと
なる。

 

　この境界条件から A1～A8を求めると，レール変位は
次の通りとなる。

 (19)

 (20)

ただし，h＝2δである。締結位置でのレール圧力は，
次の通りとなる。

 (21)

 (22)

　レール曲げモーメントは式 (19)及び式 (20)を 2階微
分することにより求められ，その値は x1＝a ⁄ 2（x2＝0）の
とき最大となる。よって，レール応力の最大値σmaxは，
次の通りとなる。

 (23)

4．各種パラメータが限界値へ与える影響の評価

　変位制限標準では，締結間隔や支持ばね定数に関して，
特定のケースのみに対する限界値を示しており，締結間
隔や支持ばね定数といったパラメータが限界値に与える
影響については示されていない。そこで本章では，3章
で示した応答値の算出方法に対し，スラブ軌道，50N
レール及び 60kgレールを基本ケースとし，締結間隔，
支持ばね定数，レール応力の限界値，レール圧力の限界
値をパラメータとして，各パラメータが角折れ，目違い
の限界値に与える影響について検討した。

4. 1　検討方法
　表 2及び表 3に応答値の算出の際に用いた各種諸元
を示す。レール諸元については日本製鉄（株）のレール
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図5　等間隔支持モデルによる水平目違いのモデル化3）
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のカタログ6）を，道床諸元については変位制限標準の付
属資料を参考にした。レールの断面係数については，レー
ル頭部とレール底部で異なるが，安全側の評価となるよ
うに，鉛直方向についてはより厳しい条件となるレール
頭部，水平方向についても同様にレール底部の値を用い
た。本研究では，表 3に示すスラブ軌道のばね定数を基
本とし，50kgNレール及び 60kgレールに対して締結間
隔及び鉛直支持ばね定数の影響を評価した。具体的には，
締結間隔を 300mm～1100mmの範囲において 20mm刻
みで変化させた際の限界値を算出した。また鉛直支持ば
ね定数については，5N/mm/mm～200N/mm/mmの範囲
で 5N/mm/mm刻みで変化させた際の限界値を算出し
た。2章で述べた通り，直結 5型締結装置，及び直結 8
型締結装置は水平方向の荷重をタイプレートで受ける構
造となっており，等間隔固定支持モデルによる検討が妥
当であると考えられる。そのため，弾性支持モデルで使
用する単位長さあたりの水平ばね定数には，直結 4型締
結装置のものを使用した。なお，締結間隔については，
変位制限標準ではスラブ軌道の場合 625mmを基本とし
ているが，近年設計された事例としては，整備新幹線に
おいて締結間隔 750mmに拡大した軌道スラブが使用さ
れている7）。また，既往の研究では端部締結間隔を
900mmまで拡大可能であるという検討結果が得られて
いる7）8）。支持ばね定数については，変位制限標準では
軌道パッドばね定数が 60MN/m（直結 4型）のものを
基準としているが，地盤振動及び騒音低減を目的として，
20MN/mと基準の 1/3程度の低ばね定数の軌道パッドが
使用されたケースが報告されている9）10）。
　なお，締結間隔の影響の評価の際には，軌道パッドの
ばね定数を 60kN/mm，水平方向の一締結あたりの横ば
ね定数を 20kN/mmとし，軌間に応じて以下の式により
鉛直および水平支持ばね係数を変化させた。

 (24)

ただし，k：支持ばね係数，Dp：軌道パッドばね定数も
しくは一締結あたりの水平ばね定数，a：締結間隔である。

4. 2　検討結果
4. 2. 1　締結間隔の影響
　図 6に常時における鉛直方向角折れに対する締結間
隔の影響を，図 7に鉛直方向目違いに対する締結間隔の
影響を示す。図では，レール応力の限度値及び各締結装
置のレール圧力の限度値から求まる角折れ・目違いの限
界値を示しており，それぞれの締結間隔に対してレール
応力またはレール圧力（常時の鉛直方向は P2，P3）か
ら求まる最も小さい限界値がその締結間隔での限界値と

=
1

1/

表3　軌道のばね定数3）

図 6　鉛直角折れに対する締結間隔の影響（常時）

図7　鉛直目違いに対する締結間隔の影響（常時）

表2　レール諸元6）
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なる。また，図中には，変位制限標準に記載の限界値の
算出の際に使用された締結間隔（625mm）も併せて示
す。なお，図中で角折れの限界値が常に 20mrad以上も
しくは目違いの限界値が常に 14mm以上のものは記載
を省略した。図より，鉛直方向の角折れ及び目違いに対
しては，第 2締結または第 3締結でのレール圧力によ
り限界値が決まることがわかった。角折れに対しては，
締結間隔を拡大しても限界値はほぼ変化しないが，目違
いに対しては締結間隔の拡大により限界値を増加させる
ことが可能であった。なお，各図ではレール圧力の限度
値から定まる目違いの限界値が無限大に発散しているよ
うな箇所がみられるが，これは締結間隔を変化させたこ
とで各締結装置の位置が変化し，それにより締結装置に
よっては鉛直上向きの荷重がほとんど作用せず，前後の
締結装置で鉛直上向きの荷重を負担するような条件と
なったためと考えられる。
　図 8に常時における水平方向角折れに対する締結間隔

の影響を，図 9に水平方向目違いに対する締結間隔の影
響を示す。水平方向の角折れの限界値は，締結間隔の拡
大により限界値が増加する傾向にあった。50kgNレール
では締結間隔約 750mmまで，60kgレールで約 850mm
までは等間隔固定支持モデルのレール応力で限界値が定
まり，それ以上の領域では弾性支持モデルによるレール
応力で限界値が定まった。一定の値となった。一方で，
目違いに対しては，50kgNレールと 60kgレールのいず
れも締結間隔が 1000mmまでは，等間隔固定支持モデル
でのレール応力または第 1締結部のレール圧力で限界値
が定まり，締結間隔の拡大により限界値が増加した。
　図 10に地震時における鉛直方向角折れに対する締結
間隔の影響を，図 11に鉛直方向目違いに対する締結間
隔の影響を示す。図では，レール応力の限度値及び締結
装置のレール圧力の限度値から求まる角折れ・目違いの
限界値を示しており，それぞれの締結間隔に対してレー
ル応力またはレール圧力（地震時の鉛直方向は P3のみ）
から求まる最も小さい限界値がその締結間隔での限界値
となる。地震時においては，50kgNレールと 60kgレー

図11　鉛直目違いに対する締結間隔の影響（地震時）

図10　鉛直角折れに対する締結間隔の影響（地震時）

図9　水平目違いに対する締結間隔の影響（常時）

図8　水平角折れに対する締結間隔の影響（常時）
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ルのいずれに対しても，鉛直方向の角折れの限界値は変
位制限標準での締結間隔（625mm）よりも大きな締結
間隔とすると限界値が増加した。同様に，目違いに対し
ても 50kgNレールでは締結間隔を大きくすることで，
60kgレールでは締結間隔を約 800mm以上とすること
で変位制限標準での締結間隔の条件よりも限界値が増加
した。
　図 12に地震時における水平方向角折れに対する締結
間隔の影響を，図 13に水平方向目違いに対する締結間
隔の影響を示す。水平方向については，締結間隔を
625mmから拡大すること限界値が増加した。50kgNレー
ルで約 700mm以上，60kgレールで約 800mm以上の条
件では一定となった。
4. 2. 2　鉛直支持ばね定数の影響
　図 14に常時における鉛直方向角折れに対する鉛直支

持ばね定数の影響を，図 15に鉛直方向目違いに対する
鉛直支持ばね定数の影響を示す。角折れに対しては，
50kgNレール 60kgレール共に鉛直支持ばね定数を低下
させることで限界値を増加させることが可能であった。
一方，目違いについては，鉛直支持ばね定数の低下によ
る限界値への影響は限定的であった。
　図 16に地震時における鉛直方向角折れに対する鉛直
支持ばね定数の影響を，図 17に鉛直方向目違いに対す
る鉛直支持ばね定数の影響を示す。図より，地震時にお
いても常時と同様の傾向が確認できた。
4. 2. 3　実際の軌道構造条件を想定した限界値の目安
　表 4および表 5に実際の軌道構造条件を想定した常
時および地震時の角折れ・目違いの限界値の目安の例を
示す。ここでは，変位制限標準で使用されているスラブ

図12　水平角折れに対する締結間隔の影響（地震時）

図13　水平目違いに対する締結間隔の影響（地震時）

図14　�鉛直角折れに対する鉛直支持ばね定数の影響
（常時）

図15　�鉛直目違いに対する鉛直支持ばね定数の影響
（常時）
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軌道の値を基本とし，既往の研究7）9）10）を参考にして，
締結間隔を 750mmとしたケースと，軌道パッドのばね
定数を 20MN/mとして単位長さあたりの鉛直支持ばね
定数を算出したケースを想定した。表より，常時および
地震時において，角折れ・目違いともに水平方向に対し
ては影響が限定的であるが，鉛直方向に対しては締結間
隔の拡大または鉛直支持ばね定数の低下により限界値を
緩和させることが可能であった。例えば，締結間隔を
750mm，軌道パッドばね定数を 20MN/mm（鉛直支持
ばね定数 27N/mm/mm）としたケースでの常時の限界値
は，変位制限標準での条件から算出した結果と比較して，
50kgNレールの鉛直角折れで 4.8mrad，60kgレールの
鉛直角折れで 3.3mrad増加し，50Nレールの鉛直目違

いで 3.2mm，60kgレールの鉛直目違いで 1.8mmの増
加となった。なお，本研究で実施した検討は変位制限標
準における軌道の損傷等から定まる構造物の不同変位の
限界値の観点のみについて行ったものであり，実際の設
計において締結間隔や軌道パッドを選定する際には，こ
れに加えて列車の走行安全性や軌道部材等の経済性・メ
ンテナンス性等の観点も含めた総合的な検討を行う必要
がある。

5．まとめ

　本研究では，変位制限標準の軌道の損傷等から定まる
構造物の不同変位の限界値の算出方法を整理し，軌道の
鉛直方向の支持剛性や締結間隔といったパラメータが与
える影響を調査した。さらに，実際の軌道構造条件を想
定した限界値の目安を提示した。得られた知見は以下の
通りである。
1） 常時の鉛直方向については，角折れ目違いともに第

2締結部または第 3締結部のレール圧力により限界
値が決定する場合が多いことが分かった。常時の水

表5　限界値の目安の例（地震時）

表4　限界値の目安の例（常時）

図17　�鉛直目違いに対する鉛直支持ばね定数の影響
（地震時）

図16　�鉛直角折れに対する鉛直支持ばね定数の影響
（地震時）
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平方向については，角折れはレール応力，目違いは
レール応力または第 1締結部のレール圧力で限界値
が決まることが多いことが分かった。

2） 常時・地震時共に締結間隔の拡大量によっては，鉛
直方向の目違い及び水平方向の角折れ・目違いの限
界値を増加させることが可能であった。鉛直支持ば
ね定数についても，常時・地震時ともに値を低下さ
せることで鉛直角折れに対する限界値を増加させる
ことが可能であった。
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